
10．旧 令 長 期 経 理

(１)   事業の概要

        旧令長期経理は、「旧令による共済組合等からの年金受給者のための特別措置法｣（昭和２５年法律

　　第256号）の規定に基づく、旧陸軍・旧海軍共済組合等８共済組合の年金受給者に対する年金の支給

　　及び「ガス障害者救済のための特別措置要綱｣（昭和29年蔵計第280号）等に基づくガス障害者に対す

    る特別手当等の支給並びにその事務に係る費用を処理する経理である。この費用は、全額国庫交付金

    により措置されている。

(２)   経理の概況 

   イ   経常損益

  　 　 経常収益の総額は605百万円で、前年度に比べ177百万円の減少(△22.7%)となっている。

         一方、経常費用の総額は605百万円で、前年度に比べ177百万円の減少(△22.7%)となっている。

         このうち「年金給付｣は200百万円で、前年度に比べ42百万円の減少(△17.3%）となっている。

         「ガス障害給付」は183百万円で、前年度に比べ44百万円の減少（△19.3%)となっている。｢職員給与」

      は30百万円で、前年度に比べ27百万円の減少(△47.6%)となっている。

         「その他の経費」は｢事務費｣（9百万円)、「委託費」(32百万円)、「ガス対策費」（140百万円）及び｢負担

      金｣(6百万円)等で合計金額が193百万円となり、前年度に比べ65百万円の減少（△25.2%）となっている。

　       この結果、経常損益は0円となった。

   ロ  特別損益

        特別利益の総額は142千円で、前年度に比べ180千円の減少となっている。

　      一方、特別損失の総額は142千円で、前年度に比べ180千円の減少となっている。

　      この結果、特別損益は0円となった。

   ハ  当期損益

         以上の結果、当期損益は0円となった。

（参　考）

区　　分 増　△　減 増 △ 減 率

年 金 受 給 者 数 143人　 116人　 △ 27人　 △ 18.9％

一 人 当 た り 年 金 額 1,389千円 1,379千円 △ 10千円 △ 0.7％

ガ ス 障 害 者 数 158人　 126人　 △ 32人　 △ 20.3％

５年度末４年度末



旧令長期経理主要科目損益比較表

（単位：千円、％）

科　　目 ４年度決算額 増 △ 減 額 増 △ 減 率

経 常 収 益

交 付 金 収 入 782,238 604,841 △ 177,397 △ 22.7

経 常 費 用

年 金 給 付 241,231 199,512 △ 41,718 △ 17.3

ガ ス 障 害 給 付 226,505 182,836 △ 43,669 △ 19.3

職 員 給 与 57,113 29,937 △ 27,177 △ 47.6

そ の 他 の 経 費 257,389 192,556 △ 64,833 △ 25.2

計 782,238 604,841 △ 177,397 △ 22.7

経 常 損 益 0 0 0

特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益 322 142 △ 180 △ 55.9

特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 損 322 142 △ 180 △ 55.9

特 別 損 益 0 0 0

当 期 損 益 0 0 0

５年度決算額



旧 令 長 期 経 理

貸　借　対　照　表

借　　　　方 金　　額 貸　　　　方 金　　額

円 円 円 円

流動資産 130,144,293 流動負債 130,144,293

現金・預金 124,541,123 未 払 金 129,670,697

未　収　金 5,603,170 未払費用 252,224

預 り 金 221,372

負 債 合 計 130,144,293

資 産 合 計 130,144,293 130,144,293

令和6年3月31日現在

負債・純資産合計



旧 令 長 期 経 理
損　益　計　算　書

自

至

損　　　　失 金　　額 利　　　　益 金　　額

円 円 円 円

経常費用 604,840,971 経常収益 604,840,971

事業費用 ( 604,840,971 ) 補助金等収入 ( 604,840,971 )

遺 族 給 付 49,579,085 交付金収入 604,840,971

公務災害給付 149,933,185

ガス障害給付 182,836,280

職 員 給 与 29,936,529 特別利益 142,010

厚 生 費 60,888

旅 費 247,755 前期損益修正益 142,010

事 務 費 8,986,094

賃 金 3,151,743

委 託 費 32,445,385

光 熱 水 料 1,243,854

修 繕 費 0

諸 謝 金 533,012

負 担 金 5,832,653

ガ ス 対 策 費 140,017,126

雑 費 37,382

特別損失 142,010

前期損益修正損 142,010

合　　　計 604,982,981 合　　　計 604,982,981

令 和 5 年 4 月 1 日

令和 6年 3月 31日



　その他財務諸表作成のための重要な事項

　  消費税の会計処理方法

　 　 税込方式によっている。

重 要 な 会 計 方 針 等



１．子会社及び関連会社の株式の明細

　　　該当なし

２．出資先団体等に対する出資の明細

　　　該当なし

３．子会社及び関連会社に対する債権及び債務の明細

　　　該当なし

４．関連公益法人等の基本財産に対する拠出金等の明細

　　　該当なし

５．国庫補助金等の明細

　　　国庫補助金等明細表

支出元の

会計区分 貸 借 対 照 表 損 益 計 算 書

円

経常収益

交 付 金 収 入

６．役員及び連合会に使用される者の給与費の明細

円

国庫補助金等の名称 金　　　額
国庫補助金等との関連科目

摘 要

旧令共済組合年金等交付金 一般会計 604,840,971

　　　常　勤　職　員　分 29,936,529

職員給与明細表

区　　　　　　分 金　　　　　額

　　職　員　給　与 29,936,529



７．その他主な資産、負債の明細

　

預　金　明　細　表

取引金融機関名 区　　　分 金　　　額 摘　　　要

円

みずほ銀行虎ノ門支店ほか２行 普 通 預 金 124,541,123

　

未　収　金　明　細　表

種　　別 金　　　額 氏　　　名 摘　　　要

円

給 付 金 5,444,234 元年金受給者遺族13件

負 担 金 105,009 東京労働局 労働保険料

仮 払 金 53,927 東京労働局 労働保険料

合　　計 5,603,170

未　払　金　明　細　表

種　　　別 金　　　額 氏　　　名 摘　　　要

円 　

ガ ス 障 害 給 付 13,767,480 呉共済病院忠海分院ほか 療養費、医療費 ほか

ガ ス 対 策 費 1,325,485 広島県 ほか 健康診断費 ほか

委 託 費 ほ か 13,694,576 医療経理 ほか

交 付 金 100,883,156 財務省大臣官房会計課 支出不用額 ほか

合　　計 　 129,670,697

ゲートウェイセンターシステム環境構築及び運用経費 ほか



　

預　り　金　明　細　表

種　　　別 金　　　額 氏　　　名 摘　　　要

円

所 得 税 101,979 職　　員 ほか ３月分 ほか

住 民 税 118,400 職　　員 ほか ３月分 ほか

雇 用 保 険 料 993 賃金職員 ３月分 ほか

合　　計 221,372

未　払　費　用　明　細　表

種　　　別 金　　　額 氏　　　名 摘　　　要

円

賃 金 228,297 賃金職員 他経理との精算分

負 担 金 23,927 東京労働局 労働保険料

合　　計 252,224

　

支　出　実　績　表

科　　目 事業計画額 支出済額 支出未済額 不 用 額

円 円 円 円

職 員 給 与 51,511,000 29,936,529 0 21,574,471

旅 費 1,677,000 211,535 36,220 1,429,245

事 務 費 11,348,000 7,072,771 1,913,323 2,361,906

合　　計 64,536,000 37,220,835 1,949,543 25,365,622



自 令和5年4月1日 至 令和6年3月31日

1. 積    立    金 0 円

２. 当 期 利 益 金 0 円

３. 当 期 処 分 額 0 円

積　　　立　　　金 0 円

　

 利　益　剰　余　金　計　算  書 
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